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はじめに 

国民の公共事業に対するコスト意識が強まってきた。その背景には、公共事業を巡る不祥

事等をきっかけとした国民の公共事業に対する不信感があるものと思われる。国土交通省は、

事業執行の適正化、効率化、透明性の向上を図り、国民への説明責任を果たすことを目指し

て様々な対策を講じてきている。この一環として、平成６年12月に、必要な社会資本整備を

行う上でますます高まっているコスト縮減の要請に対応すべく、これまで以上に徹底したも

のとして、「公共工事の建設費の縮減に関する行動計画」を策定し、コスト縮減に向けた取組

みを開始した。 

さらに政府全体として、「公共工事のコスト縮減に関する行動指針」を策定し、平成９年４

月に、平成11年度までに工事コストを10％以上縮減するという目標のもとで取組みを開始し

た。また、平成12年度からは、コスト縮減について継続的に取組むため、「公共工事のコスト

縮減に関する新行動指針」を策定し、直接的な工事コストの低減に加え、工事の時間コスト、

ライフサイクルコスト、工事に伴う環境、安全等の社会的コスト、工事の長期的なコストの

低減に総合的に取組んでいる。 

これを受けて、国土交通省（旧運輸省、旧建設省、旧北海道開発庁）は、「公共工事のコス

ト縮減に関する行動計画」（平成９年度～平成11年度）を策定し、種々の取組みによって、目

標年の平成11年度には、平成８年度に比べ9.9％（物価の下落等を含めると11.9％）と、ほぼ

当初のコスト縮減目標を達成した。また、「公共工事のコスト縮減に関する新行動計画」（平

成12年度～平成20年度）を策定し、コスト縮減に関する具体的な施策を実施してきた。さら

に、平成13年１月には、省庁再編によって国土交通省が誕生し、平成13年３月には国土交通

省の「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（以下「現行動計画」という）を策定し、

各種施策に取組んでいる。その結果、平成14年度は平成８年度に比べ13.6％（物価の下落等

を含めると21.3％）のコスト縮減を達成している。 

しかしながら、公共事業全体（設計、計画、管理、調達等）トータルとしてコスト縮減を

図らなければ真のコスト縮減にならないこと、よりコスト縮減が進むような制度整備が必要

であることなど、従来の工事コスト縮減の取組みのみでは限界を感じるようになっていった。

そのため、国土交通省は、平成15年度から、現行動計画を継続的に実施することに加え、公

共事業のすべてのプロセスをコストの観点から見直す、「コスト構造改革」に着手することと

した。平成15年３月には、コスト構造改革を推進する施策プログラムとして、「国土交通省公

共事業コスト構造改革プログラム」を策定し、具体的な施策の取組みを開始している。同時

に、コスト構造改革の実施状況をフォローアップして結果を公表するなど、説明責任を果た

す以上の気概を持って、広く国民にアピールしているところである。 

さらに、平成15年９月には、関係省庁が一致して取組みを強化するため、政府による「公

共事業コスト構造改革プログラム」も策定された。 

本資料は、コスト縮減に関するこれまでの経緯と、「国土交通省コスト構造改革プログラ

ム」の内容解説を中心に、コスト構造改革をわかりやすく解説したものである。 



また、政府のプログラムや関連する資料を添付することにより、コスト構造改革に取組ま

れる方々の参考資料として役立つように構成されている。 

本書が、国土交通省のみならず他機関や地方自治体など、広くわが国の公共事業コスト縮

減に対する取組みの一助となれば幸いである。 
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